
　大和証券では1980年代後半から複数の商用
UNIXを利用して、様々な分散系システムを構築して
きた。しかしこれは同社の意向というよりも、構築を
委託したITベンダーによって得意とするUNIXが異
なり、複数の商用UNIXに頼らざるを得ないという事
情によるものだった。いわば業務ごとに最適化され
た“サイロ型のシステム”が乱立していたのである。
当時の状況について、大和証券グループのシステム
開発を担う株式会社大和総研 第二システム本部 
オープンシステム開発部 開発五課長 副部長の三浦
倫義氏は、次のように振り返る。
　「商用UNIXは製品によって様々な制約があり、管
理方式や処理方式が少しずつ異なります。そのた
め、各々に人員を配置しなければなりません。また、
当時のサーバーはストレージを内蔵した専用の
ハードウェアであることが多く、時間の経過と共に内
蔵ディスクの障害も大きな問題になってきていたの
です。その対応にもやはり専門知識を持った人員が
必要となる。今回のオンライントレードシステムに限
らず、運用の負荷、コストの両面から、我々が構築し
てきたシステム全体で早急に解決しなければならな
い課題でした」。

　2003年頃から大和証券グループでは、構築するシ
ステムの重要要件として標準化を掲げ、それによって
ITガバナンスを効かせることを目標としてきた。今回
のプロジェクトもこの基本姿勢に則って進められたも
のだ。この点について大和証券株式会社 システム企
画部 担当部長の山田芳也氏は、次のように説明する。
　「商用UNIX自体は悪い製品ではないと思いま
す。しかし先に出た内蔵ディスクの問題もあり、ベン
ダーのエンジニアでなければ対応できないという

環境では、システムの標準化もままなりません。我々
の目標を達成するために適したOSは何かと考えた
時に、やはりOSS、すなわちLinuxが最適なのではな
いかという結論に達したのです」。
　そこで同社では2003年頃からLinuxの検証をス
タートし、2005年から社内ユーザー向けのデータ
ウェアハウスや帳票システムなどにRed  H a t  
Enterprise Linux（RHEL）を採用、さらに2008年に
はよりミッションクリティカル性の高い私設取引シス
テムにもRHELの適用を拡大した。
　「我々の目指す標準化は、その時々で最良のソ
リューションやツールを導入して終わりではありま
せん。ベストプラクティスを求め、PDCAサイクルを
回し続けながら、安定稼働の実績を積み上げていく
ことでようやく達成できるものです。その意味で今回
のオンライントレードの基盤刷新は、2003年頃から
蓄積してきたノウハウの集大成ともいえるプロジェ
クトでした」（山田氏）。

　大和証券がオンライントレードサービスを開始し
たのは1996年のことだ。それから現在に至るまで何
度かシステム基盤刷新を行ってきたが、過去にはト
ラブルも経験してきているという。
　「オンライントレードのシステムに求められるの

は、第一にお客様の取引残高を守ることです。またイ
ンターネットを介して安全なお取引をしていただくた
めには、24時間365日、決して“止まらない”システム
基盤を完成させる必要があります。先にも述べたよう
に、過去から積み上げてきたノウハウが今回のプロ
ジェクトに繋がったということです」（山田氏）。
　同社にとって最も重要なミッションクリティカルシス
テムであるオンライントレード基盤には、システムの冗
長性や安定性、高いセキュリティなどが求められるが、
この点についてもPDCAサイクルによる検証によってノ
ウハウを蓄積してきており、十分に達成可能な要件で
あることを確信していたという。同社 システム企画部 
基盤システム課長 副部長の川岸伸二氏は、この点に
ついての大和総研の取組みを次のように評価する。
　「ITユーザーとしての我々には、かねてから『ベン
ダーロックインからの脱却を図りたい』という思いがあ
りました。そこで10年ほど前から大和総研が体制を組
み、OSSやレッドハット製品についての研究と検証を重
ねてきてくれました。今回のプロジェクトもその知見が
あってこそ、成功させることができたのだと思います」。

　実際のプロジェクトは、システムの保守切れが視
野に入り始めた2009年に始まり、OSに関してはそ
れまでの商用UNIXに替わってRHELを採用すること
にした。その選定理由について、大和証券株式会社 
システム企画部 基盤システム課 上席課長代理の宮
田宗太氏は、次のように説明する。
　「先にもあったように、我々は2005年から社内ユー
ザー向けの各種システムにRHELを採用し、その適用
範囲を順次拡大してきていました。OSSのメリットは、
第一にハードウェアメーカーに依存しないシステム環
境を構築でき、さらに全体の標準化までを実現できる
ことです。これによってシステムの移植性や将来的な
横展開の自由度も高まります。RHELについては、社
内利用と検証を重ねてきていたことでその安定性、
信頼性について十分な評価ができていました。絶対
に止めることのできないオンライントレードの基盤に
も十分に耐え得ると判断したのです」。
　またレッドハットへの信頼感は、大和総研 専務取
締役の鈴木孝一氏がレッドハットのエンタープライ
ズユーザー会の会長を務め、新しい機能についての
意見交換などを通じて、強力なパートナーシップを
構築してきたことからも醸成されていたという。

　2012年4月にシステム基盤を刷新したオンライン

トレードサービスの利用者数は、同年7月に250万
を突破した。膨大なユーザー数を支える新しい基盤
には、十分な安定性と信頼性が求められることにな
るが、この点について三浦氏は次のように語る。
　「オンライントレードサービスでは、相場の騰落に
よってシステムへのアクセスの集中度合いが大きく
変動します。市場が開く時や閉まる時も同様です。そ
こでシステム基盤に求められる絶対条件は、その
時々で変化するアクセス量に対応し、システムを安
定的に稼働させることですが、お客様の注文に影響
するミッションクリティカルな部分についても、全く
問題なく安定的に稼働しています」。
　また大和証券は今回、システムの安定稼働をさら
に担保するために、RHELと併せてインメモリデータ
ベースを採用した。これは東京証券取引所の株式売
買システムであるarrowheadでも採用されている仕
組みだ。

　2013年4月時点で新基盤のカットオーバーから1
年が経過しているが、この間アベノミクスなどの影響
もあり、オンライントレードサービスのトランザクショ
ン量は、約2.5倍にも増加したという。しかし山田氏は、
新しいシステム基盤にはこうしたトランザクション量
の大幅な変動も十分に織り込み済みだったと語る。
　「1年前には日に1度きりのアクセスだったお客様
が、今では1時間に数十回もアクセスされるような状
況です。それでも従来と変わることなく、お客様の取
引残高と共に、リアルタイムで株価やマーケット情報
を表示させる処理は維持しなければならない。しか
し我々はPDCAサイクルを回すことで、こういう環境
になれば相場はこう動くだろうという絵を常に描い
てきました。この1年で約2.5倍になったといっても、
実はそれほど大きな変化ではないのです。新基盤が
できた現在でも、今後の取引量を見越したシステム
のチューニングは継続して行っています」。

　さらに今回のプロジェクトでは、RHELと汎用的な
ブレード型IAサーバーの採用に加え、仮想化までを
実現したことで、物理的なサーバ台数をこれまでの
半分以下に減らすことができたという。
　「こうした仕組みを構築することで、イニシャルコ
ストに加えて運用コストの大幅な削減も可能になり
ます。実際にかなりのコスト効果が出てきています」
（三浦氏）。
　また大和総研では、プライベートクラウドの運用

なども行っているが、今回のプロジェクトで培った技
術やノウハウを他のシステムにも“逆流”させていく
ことで、将来的に大和証券グループ全体のシステム
品質を底上げしていくことも見据えている。

　大和証券では2012年の時点で、レッドハットのミ
ドルウェア製品である J B o s s  E n t e r p r i s e  
Middlewareの採用を決定、順次その適用範囲を拡
大していく予定だ。現在商用製品を利用している仮
想化の領域についても、ストレージマイグレーション
部分などの機能強化を含めて、Red Hat Enterprise 
Virtualization（RHEV）に大きな期待を寄せている。
さらにOSSの活用という観点からは、データベース領
域やメッセージング領域への適用も検討中だ。
　「現在、非常に速いトランザクション処理が要求さ
れるシステムには商用UNIXを利用している部分が
あります。ただしRHELの信頼性が検証できれば、シ
ステム更改等にあわせて載せ替えが可能になる。
今後も時機を見据えて、適材適所の仕組みを採用
していきます」（山田氏）。
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　今回インテリジェント ウェイブが発売した「OnCore」
は、クレジット業界における各プレイヤーのシステム
を繋ぐゲートウェイ処理に特化したアプライアンス
製品だ。OnCore開発の狙いについて、株式会社イン
テリジェント ウェイブ 取締役 BPM本部担当 兼 第二
システム開発本部担当 兼 第一システム開発本部長
の立野岡健一氏は、次のように説明する。
　「当社には国内大手クレジットカード会社でトップ
シェアを持つNET＋1（ネットプラスワン）という製品
があります。これはクレジットカードやATMのネット
ワーク接続、カードの使用認証を行うパッケージソフ
トです。個々のお客様のカスタマイズ要件にも対応で
きるものですが、今後、海外市場への展開も視野に
入れており、その際にお客様ご自身で設定ができ、コ
ンパクトに導入していただけるような製品を開発し
ようと考えました」（立野岡氏）。
　またOnCoreの詳細について開発全体を統括した
第一システム開発本部 副本部長の増子和哉氏は、
次のように説明を加える。
　「クレジット業界には、クレジットカードを発行する
イシュアーや各カード加盟店といったプレイヤーが
存在しますが、OnCoreはクレジット決済用のトラン
ザクションデータを、カード決済用ネットワークを介
して各プレイヤー間でやり取りすることを可能にする
データ連携用のアプライアンス製品です。いわば
NET＋1の技術ノウハウも結集して製品化したのが、
OnCoreだと言えます」（増子氏）。

　アプライアンス製品として提供するOnCoreには、顧
客が購入しやすい価格を実現し、またクレジット業界

向けの製品であることから、高いセキュリティと安定し
た稼働が求められる。一方、システムインテグレー
ターでありパッケージベンダーでもある同社では、以
前からオープンソースソフトウェア（OSS）を利用して
実績を積み重ねていた。こうしたことから同社では、
OnCoreの開発でOSSを採用することを最初から決め
ていたという。この点について、OnCoreのアーキテク
チャ設計に携わった第一システム開発本部 開発第一
部 第二課 兼 BPM本部 システムサービス部 第一課 
上席SEの今井克典氏は、次のように説明する。
　「私たちはNET＋1のLinux版でもRHELを採用して
おり、また社内では他のOSS製品を使う実績も増えて
きていました。コスト面も含めてOSSの有用性は社内
で十分に実証されており、今回もOSSを使っていこう
というのはごく自然な流れでした」。

　同社は2014年12月にOnCoreの要件定義に着手
し、2015年1月から実際の開発プロジェクトを開始し
たが、その準備段階では、OSとしてCentOS、アプリケー
ションサーバーとしてGlassFishを使っていたという。
　「初期段階では、開発環境の検証などいろいろと準
備が必要になるのでまずはCentOSとGlassFishを
使って進めました。OSについては、既にNET＋1で
RHELを採用していたこともあり、本番開発ではRHEL
を使おうと決めていたのですが、アプリケーション
サーバーについては、検討結果次第ではそのまま
GlassFishを使用することも考えていました。しかしそ
んな折にレッドハットのWebサイトを見る機会があ
り、最近ではRed Hatのミドルウェア製品の動きが活
発になってきていることを知ったのです」（増子氏）。
　増子氏は製品ラインナップや機能が拡充されて
いることを認識し、さらに最近では顧客先で“Red 
Hat JBoss Middlewareを採用した”という話もよく
耳にしていたという。

　「ニュースリリースで発表される導入事例なども目
にしていましたが、お客様から直接Red Hat JBoss 
Middlewareを採用したというお話を伺ったことで、
レッドハット製品に対する信頼感や安心感が、さら
に高まりました」（増子氏）。

　OnCoreの開発でOSSを採用するにあたり、増子氏は
「やはり実績と信頼に裏付けされたOSSを選択すること
が、極めて大切なことだと考えた」と強調する。
　「私たちはシステムインテグレーターなので、コミュ
ニティベースのOSSだけでパッケージを組み上げる

ことは可能です。しかしOnCoreは金融業界に向けた
製品であり、OSS自体の動作をきちんと保証し、万一
何か障害が発生した時には、すぐに相談できて問題解
決に当たってもらえるパートナーが必要不可欠だと考えま
した。そしてそれは事実上、レッドハットしかありませんでし

た」（増子氏）。

　そこで同社が採用したのが、Red Hat Embedded Program

だ。これはITベンダーが、自社のデバイスやデータセンター

サービスなどにRHELやJBoss EAPを組み込んで提供するこ

とを可能にするプログラムで、レッドハットのEmbedded 

Distributor Partnerを通じて提供される。今回は国内
初のEmbedded Distributor Partnerである株式会
社SRAを通じて提供され、インテリジェント ウェイブ
は国内第一号の“Embedded Partner”となった。

　2015年1月から始まったOnCoreの開発プロジェク
トは、1次開発と2次開発に分けて進められた。その背
景について、プロジェクトマネジャーを務めた第一シ
ステム開発本部 開発第一部 第一課 サブリーダーの
熊倉利幸氏は、次のように説明する。
　「元々OnCoreは海外市場をターゲットにした製品
でしたが、1次開発を進めていく過程で、国内にも
ゲートウェイ製品に対するニーズがあることがわかっ
てきました。そこで国内のお客様ニーズも盛り込むた
めに実施したのが2次開発で、これが完了したのが
2015年12月です」（熊倉氏）。
　2016年5月の時点でOnCoreは4社（約20台）の採
用が決定しており、現在導入作業が進められている
状況だ。
　続いて今井氏は、レッドハットの最大の評価ポイン
トとして、高いサポート力とセキュリティ対策を挙げる。
　「レッドハットはOSSコミュニティに対するアップスト
リームに積極的に取り組んでおり、中でもセキュリティ
の脆弱性に対する修正は特に迅速に提供しています。
こうした実績はサポート面での高いノウハウに直結し
ており、大きな安心感にも繋がっています」（今井氏）。
　アップストリームファーストとは、オープンソースソ
フトウェアのバグや機能拡張などを自分の手元での
み加えるのではなく、開発コミュニティの上流（アップ
ストリーム）で必ず開発、反映することを指す。全製品
がオープンソースであるレッドハットでは、ビジネス
戦略とオープンソースコミュニティの発展の両面か
ら、変更をコミュニティに提供/修正してから自社製品
にバックポートするというプロセスを徹底しており、
ユーザーが将来にわたってその変更を利用できるこ
とを担保しているのだ。
　また増子氏も自身の過去の体験からレッドハットに
対する強い信頼感を口にする。
　「約6年前にお客様のRHELベースのシステムでメ

モリリークが発生したのですが、原因がわかりません
でした。その際にレッドハットに調査を依頼し、カーネ
ルの中のメモリの動作まで調べた上でレポートを提
出してもらったことで原因を突き止めることができま
した。この先、サポートコストを抑えつつお客様のシス
テムの安定稼働を担保するためには、レッドハットの
力が必要不可欠です」（増子氏）。

　システムインテグレーションサービスやパッケージ
製品を提供しているインテリジェント ウェイブは、言
うまでもなく自社自身も高い技術力を有している。
RHELとJBoss EAPを採用した今回のOnCore開発も、
自社だけで進めたという。
　「既にNET＋1でRHELを採用していたこともあり、
RHELについては一定水準の知見がありました。
JBoss EAPは今回初めて採用しましたが、RHELで培
かったOSSに対するノウハウをベースに、後はレッド
ハットのWebサイト（カスタマーポータル）で提供され
ていた技術情報を調べるなどして必要な情報を入手
できました。ちなみに我々は今、定期的に同サイトを
チェックして、最新のセキュリティパッチがどうなって
いるかを調べています」（熊倉氏）。

　今回インテリジェント ウェイブは、OnCoreのデータ
ベースにもOSSのPostgreSQLを利用している。
　「私たちは製品コストの圧縮を第一に、安定性と品
質を十分に考慮した上で製品選定を行っていきま
す。今回のOnCoreは金融業界に向けた製品ではあり
ますが、お客様のミッションクリティカルなトランザク
ションデータを保存するという要件はなく、ゲートウェ
イ処理を行う製品なので、必要となるのはどこから来
たデータか、それをどこに出すか、といった情報です。
その結果、現段階ではPostgreSQLが最適だと判断し
ました」（増子氏）。
　このデータベース領域をサポートした株式会社
SRA 産業第一事業部 営業部 課長の山口大介氏は、
自社の果たした役割を次のように説明する。
　「今回、PostgreSQLを得意とする弊社がEmbedded 
Distributor Partnerとしてレッドハットとのシナジー効
果を発揮することで、OSからアプリケーションサー
バー、データベースまで一気通貫でOnCoreの開発
をご支援させていただくことができたと考えていま
す。またRHELとJBoss EAPのご提供で、製品コスト
の低減にも寄与できたのではないかと思います」
（山口氏）。

　今回の実績を踏まえ、取締役の立野岡氏は、今
後もレッドハットの高いサポート力に期待している
と強調する。
　「私たちのお客様の多くは金融業界で、担当させて
いただくシステムもミッションクリティカルな領域が多
い。レッドハットには、これからもテクニカル面でのサ
ポートに加えて、さまざまなシーンでぜひ相談にのっ
てもらいたいと思います」（立野岡氏）。
　「今まで通りの高い品質、高いセキュリティを維持
するための活動に期待しています。先にも話が出まし
たが、最近は技術情報も充実していて、問い合わせす
るまでもないというレベルにきています。これは今後
も継続していただきたいですね」（増子氏）。
　「OSSは既に、今のシステムに必要不可欠な要素に
なっています。その反面、解決すべき課題も持ち上
がってくる。レッドハットにはコミュニティとより深く結
び付くことで、OSSをさらにいいものにしていっていた
だきたい。私たちとお客様との懸け橋となるような役
割を果たして欲しいですね」（今井氏）。
　「万一お客様のシステムに障害が発生した時には、
スピード感のある対応が求められます。これからも今
まで通り、迅速な対応をお願いしたいと思います」
（熊倉氏）。
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アプライアンス製品を発売

課題
開発コストを抑えつつ
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レッドハット製品を選んだ決め手
“実績と信頼に裏付けされたOSS”を求めて
Red Hat Embedded Programを採用

ユーザー事例
Success Story

インテリジェント ウェイブ
Red Hat Embedded 
Programの採用

国内初！ Red Hatの組込みソリューションを採用、
クレジット決済用アプライアンスに
レッドハット製品を導入

Red Hat Embedded Program
　RHELやJBoss Middleware、最近ではStorageな
どを、組込みデバイス、コントローラ、データセン
ターサービスなどに組み込んで提供するプログラ
ム。Embedded Distributor Partnerからサブスクリ
プションを購入したITベンダー（＝Embedded 
Partner）は、自社製品にレッドハット製品を組み込
んで販売することが可能となる。

エンドユーザー

Embedded Partner

Red Hat

Embedded Distributor
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組込み製品サポート

組込み製品販売
（Red Hat製品搭載）
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ソフトウェア
修正等の提供

問い合わせ対応

　主に金融機関を対象としたシステム開発やパッケージ製品の提供を行うインテリジェント ウェイブは2016年1月、クレ
ジット決済用のアプライアンス製品として「OnCore」をリリースした。このOnCoreで採用されたのが、Red Hat Enterprise 
Linux（以下RHEL）とRed Hat JBoss Enterprise Application Platform（以下JBoss EAP）。これは、組込みソリューションを
提供する「Red Hat Embedded Program」を通じてレッドハット製品が採用された国内初のケースとなる。
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　大和証券では1980年代後半から複数の商用
UNIXを利用して、様々な分散系システムを構築して
きた。しかしこれは同社の意向というよりも、構築を
委託したITベンダーによって得意とするUNIXが異
なり、複数の商用UNIXに頼らざるを得ないという事
情によるものだった。いわば業務ごとに最適化され
た“サイロ型のシステム”が乱立していたのである。
当時の状況について、大和証券グループのシステム
開発を担う株式会社大和総研 第二システム本部 
オープンシステム開発部 開発五課長 副部長の三浦
倫義氏は、次のように振り返る。
　「商用UNIXは製品によって様々な制約があり、管
理方式や処理方式が少しずつ異なります。そのた
め、各々に人員を配置しなければなりません。また、
当時のサーバーはストレージを内蔵した専用の
ハードウェアであることが多く、時間の経過と共に内
蔵ディスクの障害も大きな問題になってきていたの
です。その対応にもやはり専門知識を持った人員が
必要となる。今回のオンライントレードシステムに限
らず、運用の負荷、コストの両面から、我々が構築し
てきたシステム全体で早急に解決しなければならな
い課題でした」。

　2003年頃から大和証券グループでは、構築するシ
ステムの重要要件として標準化を掲げ、それによって
ITガバナンスを効かせることを目標としてきた。今回
のプロジェクトもこの基本姿勢に則って進められたも
のだ。この点について大和証券株式会社 システム企
画部 担当部長の山田芳也氏は、次のように説明する。
　「商用UNIX自体は悪い製品ではないと思いま
す。しかし先に出た内蔵ディスクの問題もあり、ベン
ダーのエンジニアでなければ対応できないという

環境では、システムの標準化もままなりません。我々
の目標を達成するために適したOSは何かと考えた
時に、やはりOSS、すなわちLinuxが最適なのではな
いかという結論に達したのです」。
　そこで同社では2003年頃からLinuxの検証をス
タートし、2005年から社内ユーザー向けのデータ
ウェアハウスや帳票システムなどにRed  H a t  
Enterprise Linux（RHEL）を採用、さらに2008年に
はよりミッションクリティカル性の高い私設取引シス
テムにもRHELの適用を拡大した。
　「我々の目指す標準化は、その時々で最良のソ
リューションやツールを導入して終わりではありま
せん。ベストプラクティスを求め、PDCAサイクルを
回し続けながら、安定稼働の実績を積み上げていく
ことでようやく達成できるものです。その意味で今回
のオンライントレードの基盤刷新は、2003年頃から
蓄積してきたノウハウの集大成ともいえるプロジェ
クトでした」（山田氏）。

　大和証券がオンライントレードサービスを開始し
たのは1996年のことだ。それから現在に至るまで何
度かシステム基盤刷新を行ってきたが、過去にはト
ラブルも経験してきているという。
　「オンライントレードのシステムに求められるの

は、第一にお客様の取引残高を守ることです。またイ
ンターネットを介して安全なお取引をしていただくた
めには、24時間365日、決して“止まらない”システム
基盤を完成させる必要があります。先にも述べたよう
に、過去から積み上げてきたノウハウが今回のプロ
ジェクトに繋がったということです」（山田氏）。
　同社にとって最も重要なミッションクリティカルシス
テムであるオンライントレード基盤には、システムの冗
長性や安定性、高いセキュリティなどが求められるが、
この点についてもPDCAサイクルによる検証によってノ
ウハウを蓄積してきており、十分に達成可能な要件で
あることを確信していたという。同社 システム企画部 
基盤システム課長 副部長の川岸伸二氏は、この点に
ついての大和総研の取組みを次のように評価する。
　「ITユーザーとしての我々には、かねてから『ベン
ダーロックインからの脱却を図りたい』という思いがあ
りました。そこで10年ほど前から大和総研が体制を組
み、OSSやレッドハット製品についての研究と検証を重
ねてきてくれました。今回のプロジェクトもその知見が
あってこそ、成功させることができたのだと思います」。

　実際のプロジェクトは、システムの保守切れが視
野に入り始めた2009年に始まり、OSに関してはそ
れまでの商用UNIXに替わってRHELを採用すること
にした。その選定理由について、大和証券株式会社 
システム企画部 基盤システム課 上席課長代理の宮
田宗太氏は、次のように説明する。
　「先にもあったように、我々は2005年から社内ユー
ザー向けの各種システムにRHELを採用し、その適用
範囲を順次拡大してきていました。OSSのメリットは、
第一にハードウェアメーカーに依存しないシステム環
境を構築でき、さらに全体の標準化までを実現できる
ことです。これによってシステムの移植性や将来的な
横展開の自由度も高まります。RHELについては、社
内利用と検証を重ねてきていたことでその安定性、
信頼性について十分な評価ができていました。絶対
に止めることのできないオンライントレードの基盤に
も十分に耐え得ると判断したのです」。
　またレッドハットへの信頼感は、大和総研 専務取
締役の鈴木孝一氏がレッドハットのエンタープライ
ズユーザー会の会長を務め、新しい機能についての
意見交換などを通じて、強力なパートナーシップを
構築してきたことからも醸成されていたという。

　2012年4月にシステム基盤を刷新したオンライン

トレードサービスの利用者数は、同年7月に250万
を突破した。膨大なユーザー数を支える新しい基盤
には、十分な安定性と信頼性が求められることにな
るが、この点について三浦氏は次のように語る。
　「オンライントレードサービスでは、相場の騰落に
よってシステムへのアクセスの集中度合いが大きく
変動します。市場が開く時や閉まる時も同様です。そ
こでシステム基盤に求められる絶対条件は、その
時々で変化するアクセス量に対応し、システムを安
定的に稼働させることですが、お客様の注文に影響
するミッションクリティカルな部分についても、全く
問題なく安定的に稼働しています」。
　また大和証券は今回、システムの安定稼働をさら
に担保するために、RHELと併せてインメモリデータ
ベースを採用した。これは東京証券取引所の株式売
買システムであるarrowheadでも採用されている仕
組みだ。

　2013年4月時点で新基盤のカットオーバーから1
年が経過しているが、この間アベノミクスなどの影響
もあり、オンライントレードサービスのトランザクショ
ン量は、約2.5倍にも増加したという。しかし山田氏は、
新しいシステム基盤にはこうしたトランザクション量
の大幅な変動も十分に織り込み済みだったと語る。
　「1年前には日に1度きりのアクセスだったお客様
が、今では1時間に数十回もアクセスされるような状
況です。それでも従来と変わることなく、お客様の取
引残高と共に、リアルタイムで株価やマーケット情報
を表示させる処理は維持しなければならない。しか
し我々はPDCAサイクルを回すことで、こういう環境
になれば相場はこう動くだろうという絵を常に描い
てきました。この1年で約2.5倍になったといっても、
実はそれほど大きな変化ではないのです。新基盤が
できた現在でも、今後の取引量を見越したシステム
のチューニングは継続して行っています」。

　さらに今回のプロジェクトでは、RHELと汎用的な
ブレード型IAサーバーの採用に加え、仮想化までを
実現したことで、物理的なサーバ台数をこれまでの
半分以下に減らすことができたという。
　「こうした仕組みを構築することで、イニシャルコ
ストに加えて運用コストの大幅な削減も可能になり
ます。実際にかなりのコスト効果が出てきています」
（三浦氏）。
　また大和総研では、プライベートクラウドの運用

なども行っているが、今回のプロジェクトで培った技
術やノウハウを他のシステムにも“逆流”させていく
ことで、将来的に大和証券グループ全体のシステム
品質を底上げしていくことも見据えている。

　大和証券では2012年の時点で、レッドハットのミ
ドルウェア製品である J B o s s  E n t e r p r i s e  
Middlewareの採用を決定、順次その適用範囲を拡
大していく予定だ。現在商用製品を利用している仮
想化の領域についても、ストレージマイグレーション
部分などの機能強化を含めて、Red Hat Enterprise 
Virtualization（RHEV）に大きな期待を寄せている。
さらにOSSの活用という観点からは、データベース領
域やメッセージング領域への適用も検討中だ。
　「現在、非常に速いトランザクション処理が要求さ
れるシステムには商用UNIXを利用している部分が
あります。ただしRHELの信頼性が検証できれば、シ
ステム更改等にあわせて載せ替えが可能になる。
今後も時機を見据えて、適材適所の仕組みを採用
していきます」（山田氏）。
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　今回インテリジェント ウェイブが発売した「OnCore」
は、クレジット業界における各プレイヤーのシステム
を繋ぐゲートウェイ処理に特化したアプライアンス
製品だ。OnCore開発の狙いについて、株式会社イン
テリジェント ウェイブ 取締役 BPM本部担当 兼 第二
システム開発本部担当 兼 第一システム開発本部長
の立野岡健一氏は、次のように説明する。
　「当社には国内大手クレジットカード会社でトップ
シェアを持つNET＋1（ネットプラスワン）という製品
があります。これはクレジットカードやATMのネット
ワーク接続、カードの使用認証を行うパッケージソフ
トです。個々のお客様のカスタマイズ要件にも対応で
きるものですが、今後、海外市場への展開も視野に
入れており、その際にお客様ご自身で設定ができ、コ
ンパクトに導入していただけるような製品を開発し
ようと考えました」（立野岡氏）。
　またOnCoreの詳細について開発全体を統括した
第一システム開発本部 副本部長の増子和哉氏は、
次のように説明を加える。
　「クレジット業界には、クレジットカードを発行する
イシュアーや各カード加盟店といったプレイヤーが
存在しますが、OnCoreはクレジット決済用のトラン
ザクションデータを、カード決済用ネットワークを介
して各プレイヤー間でやり取りすることを可能にする
データ連携用のアプライアンス製品です。いわば
NET＋1の技術ノウハウも結集して製品化したのが、
OnCoreだと言えます」（増子氏）。

　アプライアンス製品として提供するOnCoreには、顧
客が購入しやすい価格を実現し、またクレジット業界

向けの製品であることから、高いセキュリティと安定し
た稼働が求められる。一方、システムインテグレー
ターでありパッケージベンダーでもある同社では、以
前からオープンソースソフトウェア（OSS）を利用して
実績を積み重ねていた。こうしたことから同社では、
OnCoreの開発でOSSを採用することを最初から決め
ていたという。この点について、OnCoreのアーキテク
チャ設計に携わった第一システム開発本部 開発第一
部 第二課 兼 BPM本部 システムサービス部 第一課 
上席SEの今井克典氏は、次のように説明する。
　「私たちはNET＋1のLinux版でもRHELを採用して
おり、また社内では他のOSS製品を使う実績も増えて
きていました。コスト面も含めてOSSの有用性は社内
で十分に実証されており、今回もOSSを使っていこう
というのはごく自然な流れでした」。

　同社は2014年12月にOnCoreの要件定義に着手
し、2015年1月から実際の開発プロジェクトを開始し
たが、その準備段階では、OSとしてCentOS、アプリケー
ションサーバーとしてGlassFishを使っていたという。
　「初期段階では、開発環境の検証などいろいろと準
備が必要になるのでまずはCentOSとGlassFishを
使って進めました。OSについては、既にNET＋1で
RHELを採用していたこともあり、本番開発ではRHEL
を使おうと決めていたのですが、アプリケーション
サーバーについては、検討結果次第ではそのまま
GlassFishを使用することも考えていました。しかしそ
んな折にレッドハットのWebサイトを見る機会があ
り、最近ではRed Hatのミドルウェア製品の動きが活
発になってきていることを知ったのです」（増子氏）。
　増子氏は製品ラインナップや機能が拡充されて
いることを認識し、さらに最近では顧客先で“Red 
Hat JBoss Middlewareを採用した”という話もよく
耳にしていたという。

　「ニュースリリースで発表される導入事例なども目
にしていましたが、お客様から直接Red Hat JBoss 
Middlewareを採用したというお話を伺ったことで、
レッドハット製品に対する信頼感や安心感が、さら
に高まりました」（増子氏）。

　OnCoreの開発でOSSを採用するにあたり、増子氏は
「やはり実績と信頼に裏付けされたOSSを選択すること
が、極めて大切なことだと考えた」と強調する。
　「私たちはシステムインテグレーターなので、コミュ
ニティベースのOSSだけでパッケージを組み上げる

ことは可能です。しかしOnCoreは金融業界に向けた
製品であり、OSS自体の動作をきちんと保証し、万一
何か障害が発生した時には、すぐに相談できて問題解
決に当たってもらえるパートナーが必要不可欠だと考えま
した。そしてそれは事実上、レッドハットしかありませんでし

た」（増子氏）。

　そこで同社が採用したのが、Red Hat Embedded Program

だ。これはITベンダーが、自社のデバイスやデータセンター

サービスなどにRHELやJBoss EAPを組み込んで提供するこ

とを可能にするプログラムで、レッドハットのEmbedded 

Distributor Partnerを通じて提供される。今回は国内
初のEmbedded Distributor Partnerである株式会
社SRAを通じて提供され、インテリジェント ウェイブ
は国内第一号の“Embedded Partner”となった。

　2015年1月から始まったOnCoreの開発プロジェク
トは、1次開発と2次開発に分けて進められた。その背
景について、プロジェクトマネジャーを務めた第一シ
ステム開発本部 開発第一部 第一課 サブリーダーの
熊倉利幸氏は、次のように説明する。
　「元々OnCoreは海外市場をターゲットにした製品
でしたが、1次開発を進めていく過程で、国内にも
ゲートウェイ製品に対するニーズがあることがわかっ
てきました。そこで国内のお客様ニーズも盛り込むた
めに実施したのが2次開発で、これが完了したのが
2015年12月です」（熊倉氏）。
　2016年5月の時点でOnCoreは4社（約20台）の採
用が決定しており、現在導入作業が進められている
状況だ。
　続いて今井氏は、レッドハットの最大の評価ポイン
トとして、高いサポート力とセキュリティ対策を挙げる。
　「レッドハットはOSSコミュニティに対するアップスト
リームに積極的に取り組んでおり、中でもセキュリティ
の脆弱性に対する修正は特に迅速に提供しています。
こうした実績はサポート面での高いノウハウに直結し
ており、大きな安心感にも繋がっています」（今井氏）。
　アップストリームファーストとは、オープンソースソ
フトウェアのバグや機能拡張などを自分の手元での
み加えるのではなく、開発コミュニティの上流（アップ
ストリーム）で必ず開発、反映することを指す。全製品
がオープンソースであるレッドハットでは、ビジネス
戦略とオープンソースコミュニティの発展の両面か
ら、変更をコミュニティに提供/修正してから自社製品
にバックポートするというプロセスを徹底しており、
ユーザーが将来にわたってその変更を利用できるこ
とを担保しているのだ。
　また増子氏も自身の過去の体験からレッドハットに
対する強い信頼感を口にする。
　「約6年前にお客様のRHELベースのシステムでメ

モリリークが発生したのですが、原因がわかりません
でした。その際にレッドハットに調査を依頼し、カーネ
ルの中のメモリの動作まで調べた上でレポートを提
出してもらったことで原因を突き止めることができま
した。この先、サポートコストを抑えつつお客様のシス
テムの安定稼働を担保するためには、レッドハットの
力が必要不可欠です」（増子氏）。

　システムインテグレーションサービスやパッケージ
製品を提供しているインテリジェント ウェイブは、言
うまでもなく自社自身も高い技術力を有している。
RHELとJBoss EAPを採用した今回のOnCore開発も、
自社だけで進めたという。
　「既にNET＋1でRHELを採用していたこともあり、
RHELについては一定水準の知見がありました。
JBoss EAPは今回初めて採用しましたが、RHELで培
かったOSSに対するノウハウをベースに、後はレッド
ハットのWebサイト（カスタマーポータル）で提供され
ていた技術情報を調べるなどして必要な情報を入手
できました。ちなみに我々は今、定期的に同サイトを
チェックして、最新のセキュリティパッチがどうなって
いるかを調べています」（熊倉氏）。

　今回インテリジェント ウェイブは、OnCoreのデータ
ベースにもOSSのPostgreSQLを利用している。
　「私たちは製品コストの圧縮を第一に、安定性と品
質を十分に考慮した上で製品選定を行っていきま
す。今回のOnCoreは金融業界に向けた製品ではあり
ますが、お客様のミッションクリティカルなトランザク
ションデータを保存するという要件はなく、ゲートウェ
イ処理を行う製品なので、必要となるのはどこから来
たデータか、それをどこに出すか、といった情報です。
その結果、現段階ではPostgreSQLが最適だと判断し
ました」（増子氏）。
　このデータベース領域をサポートした株式会社
SRA 産業第一事業部 営業部 課長の山口大介氏は、
自社の果たした役割を次のように説明する。
　「今回、PostgreSQLを得意とする弊社がEmbedded 
Distributor Partnerとしてレッドハットとのシナジー効
果を発揮することで、OSからアプリケーションサー
バー、データベースまで一気通貫でOnCoreの開発
をご支援させていただくことができたと考えていま
す。またRHELとJBoss EAPのご提供で、製品コスト
の低減にも寄与できたのではないかと思います」
（山口氏）。

　今回の実績を踏まえ、取締役の立野岡氏は、今
後もレッドハットの高いサポート力に期待している
と強調する。
　「私たちのお客様の多くは金融業界で、担当させて
いただくシステムもミッションクリティカルな領域が多
い。レッドハットには、これからもテクニカル面でのサ
ポートに加えて、さまざまなシーンでぜひ相談にのっ
てもらいたいと思います」（立野岡氏）。
　「今まで通りの高い品質、高いセキュリティを維持
するための活動に期待しています。先にも話が出まし
たが、最近は技術情報も充実していて、問い合わせす
るまでもないというレベルにきています。これは今後
も継続していただきたいですね」（増子氏）。
　「OSSは既に、今のシステムに必要不可欠な要素に
なっています。その反面、解決すべき課題も持ち上
がってくる。レッドハットにはコミュニティとより深く結
び付くことで、OSSをさらにいいものにしていっていた
だきたい。私たちとお客様との懸け橋となるような役
割を果たして欲しいですね」（今井氏）。
　「万一お客様のシステムに障害が発生した時には、
スピード感のある対応が求められます。これからも今
まで通り、迅速な対応をお願いしたいと思います」
（熊倉氏）。
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